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１．はじめに
商店街は、消費者に商品・サービスを提供する「買い物機能」と、地域
交流の場を提供する「コミュニティ機能」をもっており、このショッピン
グと地域社会形成という2つの役割は不可分な関係にあるという1。
しかし、インターネット販売や大型量販店の増加などによる流通チャネ
ルの多様化、中心市街地人口の減少など消費者の生活様式の変化、そして
業種の欠落や魅力ある店舗の減少により、商店街の「買い物機能」は徐々
に弱まりつつある。それとともに、商店街内部では、経営者の高齢化や後
継者不足の問題が顕著になり、「コミュニティ機能」を果たす余裕がなく
なっている。その結果、活気が失われ、衰退や不振に陥る商店街が増加し
ている。どのように商店街が活性化できるのかについては、長い間社会問
題として多くの注目を集めてきた。
このようななかで、商店街が地域社会の一員として生き残るひとつの方
法として、個店間だけでなく、外部の経営資源を活用して、他の商店街や
企業、大学、NPOなどの外部組織とパートナーシップを組むことが重要で
あると考える。そこで、本稿ではマクロとミクロのデータを用いて、パー
トナーシップの観点から商店街の動向をみていきたい。
２．データにみる商店街パートナーシップ
ここでは、株式会社全国商店街支援センターが2011年2月に全国の
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12,881商店街を対象に実施した『【地域支援・連携事業】商店街調査報告書』
（回答数1,524件、回答率11.8％、）をもとに、商店街における連携の目的や
内容、成功度合、継続状況などのマクロ的な実態をみることにする2。
（1）連携の有無と目的
連携の有無については、「連携実施中」が419件（33.6％）、「連携し計画
策定中」が88件（7.1％）、合わせて507件（40.7％）の商店街が連携事業
に取りくんでいる。一方、「連携したいと思わない」商店街は196件（15.7%）
である。
また、「連携したいがどうしたら良いかわからない」と回答した商店街
が272件（21.8％）を占めており、2番目に多くなっている。連携のきっか
けやノウハウをもっていない商店街がかなり多いことがうかがえる。
連携の目的については、「イベント、話題性喚起による集客強化」が371
件（28.2％）で、もっとも多かった。次いで、「地域コミュニティの活性化・
地域（顧客）サービスの向上」が253件（19.2％）、「買物のニーズの充足
による商店街の活性化」が142件（10.8％）の順となっている。
このほか、「連携先の事業・活動への純粋な協力」が113件（8.6%）、「空
き店舗等遊休資産の有効活用」が105件（8.0%）、「商店街団体・組合員な
どの人材育成、商業能力の向上」が91件（6.9%）、「外部ノウハウの吸収、
情報・知識の取得、アイディアの募集」が90件（6.8%）、「連携事業そのも
のによる売上、利益の獲得」が87件（6.6%）、「地域に根差した新商品、新サー
ビスの共同開発」が31件（2.4%）、「その他」が34件（2.6%）となっている。
上記データから、連携の目的としては、買い物機能である「集客」と「売
上」の向上がもっとも多い回答となっている一方で、地域に貢献するコミュ
ニティ機能も重要視されていることがわかる。
　株式会社全国商店街支援センター（2011）『【地域支援・連携事業】商店街調査報
告書』。
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（2）相手組織
連携の相手組織をみると、「自治体・経済局等の支援団体」がもっとも
多くなっており、389件（28.4％）を占めている。次いで、「地域住民」213
件（15.5％）、「まちづくり団体」161件（11.7％）、「大学・教育機関」136
件（7.9％）、「NPO」108件（7.9％）と続いている。地域に密着して活動し
ている組織や個人が商店街の主な連携相手となっている。
その他の連携相手としては、「中小企業支援団体」が76件（5.5%）、「子
育て支援・福祉団体」59件（4.3%）、「地域金融機関」51件（3.7%）、「外部
企業・大規模商業事業者・異業種企業（建築業、交通機関等）」40件（2.9%）、「農
林漁業関係者」30件（2.2%）、「文化施設・図書館」23件（1.7%）、「医療機関・
医師会」16件（1.2%）、「その他」69件（5.0%）である。
（3）連携のきっかけと活動内容
連携のきっかけは、「商店街からの働きかけ」が247件（48.7％）、「連携
先からの働きかけ」162件（32.0%）、「仲介・紹介」47件（9.3％）の順となっ
ている。「商店街からの働きかけ」は5割弱を占めており、連携に対する意
識がかなり高いといえる。
連携の活動内容をみてみると、「祭り・イベント」が205件（42.8%）で、
もっとも多い。次いで、「セール・商品券・抽選会」が73件（15.2%）、「設
備開発・整備」34件（7.1%）、「ボランティア」32件（6.7%）、「コミュニティ」
21件（4.4%）である。
このほか、「勉強会・研修会」19件（4.0%）、「Web・情報誌」18件（3.8%）、
「商品・地域ブランド開発」12件（2.5%）、「ポイント・サービス券」9件（1.9%）、
「その他」56件（11.7%）と続いている。
（4）成功度合の認識
連携の成功度については、「成功している」143件と「やや成功している」
234件をあわせると377件であり、商店街全体の4分の3にあたる74.4％が
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連携に成功していると考えている。これに対して、「苦慮している」が11
件（2.2%）、「やや苦慮している」が65件（12.8%）で、あわせて76件（15%）
の商店街が連携に困っていることがわかる。
全体として、4割の商店街が連携の重要性を認識しているとともに、積
極的に他の組織に働きかけている。また、4分の3の商店街が連携を成功
と認識している。
商店街の連携先は主に自治体などの支援団体や、地域住民、まちづくり
の団体であり、連携内容は祭り・イベントの共同開催や、セール・抽選会
が中心となっている。
これに対して、連携が必要ないと考える商店街がまだ15.7%存在してい
る。また、連携の方法がわからず動き出していない商店街が2割強を占め
ている一方、連携を実施したが成功していない商店街が15%となっている。
（5）小括
上述のデータからわかるように、イベントの共同開催による集客力の強
化や地域コミュニティの活性化といった目的の達成をめざして、4割強の
商店街がすでに連携事業を策定・実施している。
そして、商店街は連携の重要性を認識し、積極的に外部組織にアプロー
チをしている。商店街の働きかけによる連携事業の実施は5割弱を占めて
おり、もっとも多い連携のきっかけとなっている。
また、商店街は主に自治体などの行政機関や地域団体、大学などの教育
機関とパートナーシップを組み、祭りなどのイベントの開催やセール、抽
選会の実施を中心に連携事業を行っている。さらに、これらの連携事業の
成功率は高く、4分の3に達している。
３．事例からみる商店街のパートナーシップ
前節では、マクロの視点から商店街パートナーシップの現状をみてきた。
本節では、神奈川県の事例を中心に、ミクロの視点からパートナーシップ
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の動向を把握していきたい。
（1）商店街内部の有志によるパートナーシップ
周知のように、商店街は複数の店舗によって構成されており、地域社会
のひとつの集積体となっている。個別店舗の活性化は重要であるが、商店
街全体の活性化をもたらすためには、個店間のパートナーシップが欠かせ
ないと考える。ここでは、個店間連携の先進事例について述べたい。
①安全・安心まちづくりのモトスミ・オズ通り商店街
2011年3月に発生した東日本大震災をきっかけに、同商店街は全体をあ
げて「安全・安心プロジェクト」を立ちあげ、商店街として地域に貢献し
ようとしている。このプロジェクトでは、商店街は各店舗向けの企画と地
域住民向けの企画に取りくんでいる。
商店街の各店舗では、災害時の停電などに備えて、ラジオ、懐中電灯、
ろうそくを常備している。それとともに、川崎市消防局中原消防署の協力
のもとで救命士講習会を開き、市民救命士を配備できる店舗を普及しよう
としている。
また、店主たちには「商店街行動指針」を配布しており、災害時に店舗
が取るべき行動を示している。さらに、「一店一安全運動」を展開し、そ
れぞれの店舗が行っている安全・安心活動を店頭にポスター掲示している。
これに対して、地域の住民には、災害時や緊急事態に役立つ情報や、商
店街ができることを集約した「商店街の安心ブック」を配布している。また、
子どもたちが災害時に安全に行動できるようにするために、同商店街は慶
應義塾大学商学部と連携して、小学生を対象に「まちなか安全教室」を開
催している。
モトスミ・オズ通り商店街は、安全・安心のまちづくりに関するさまざ
まな取り組みで、「第1回かながわ商店街大賞」準大賞を受賞している。こ
れらの活動が実施できたのは、商店街全体、つまり個店と個店が協力し合っ
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た結果であると考える。このように、商店街が地域に貢献することで、地
域住民を商店街に定着させ、まちを活性化させることになる。つまり、商
店街が果たす高い「コミュニティ機能」は、必然的に「買い物機能」の向
上をもたらすのである。
②久里浜商店会の「ご用聞き」サービス
横須賀市久里浜の久里浜商店会協同組合が高齢者の買い物支援として、
新たに「ご用聞き」サービスを行っている3。この新たな方式の開発には、
市内在住の公認会計士がかかわっている。
京急久里浜駅とJRの久里浜駅の周辺には200以上の店舗があるが、自力
で商店街に足を運ぶことができなくなった高齢者が増えたために、客足は
大幅に減少している。このような状況に危機感を抱いた商店街は、危機を
脱するための方策に知恵を絞った。そこで思いついたアイデアのひとつが、
かつて商店街の店舗が行っていた「ご用聞き」である。
具体的には、若手の有志経営者と湘南信用金庫のスタッフが既存の顧客
層を対象にご用聞きをしながら、参加する店舗を増やしていく。週に2回
決まった配送ルートを巡回し、顧客宅を訪問して注文を受ける。
受けた注文は、商店街の店舗から仕入れて、次回の訪問時に配送する。
店舗からは売り上げの1割を配送料として受けとることで、ご用聞きビジ
ネスを継続できるようにする。
京急久里浜駅から徒歩10分ぐらいの高台にある住宅地は、1960年代に
開発されたエリアで、現在では高齢化がかなり進んでいる。高齢者の買い
物難民問題を解消するとともに、彼らの安否を確認するためにスタートし
たこのサービスは、いまでは、当初想定していなかった小さい子どもをも
つ子育て世代にも利用されるようになっている。
また、ビジネスが始まった当初は、久里浜商店会協同組合に加盟する数
店舗しか参加しなかったが、1年後には20店舗（2014年8月時点）が参加
　『神奈川新聞』2013年4月18日、『神奈川新聞』2014年8月11日。3
横浜市立大学論叢社会科学系列　2015：Vol.66 No.2
137
するようになっている。活動に参加する個店数が増えれば、顧客に提供す
る商品やサービスをより充実させることができ、それがまた顧客を拡大さ
せるという相乗効果が期待できるであろう。
③「ちょい呑み」フェスの実施
　近年、駅周辺や商店街の飲食店の協働で「ちょい呑み」がひろがって
いる4。「ちょい呑み」は、おおむね3枚あるいは5枚つづりのチケットを
購入した客が、活動に参加する店舗から3軒あるいは5軒を選んで、それ
ぞれのお店で自慢の1ドリンクと1品のおつまみを味わうという新しいお
酒の楽しみ方である。
フェスタの期間中に、1店舗あたり数十人から多いと数百人の利用者が
参加店舗に来店しているという。参加店舗にとってフェスタは、新規顧客
にしろ、リピーターにしろ、利用者の増加に貢献している。
他方、利用者からすれば、週末とちがって、比較的すいている平日の開
催になっているので、これまで利用していなかった店に行けるというきっ
かけにもなっている。このように店舗側と利用者の間に「Win - Winの関係」
が成立している。
神奈川県の「ちょい呑みフェス」は、藤沢からはじまっているが、現在
では横須賀市、伊勢原市、相模原市の東林間、矢部・淵野辺地区、大和市
の南林間、川崎市などでも実施されるようになっている。以下では、具体
的な事例を紹介する。
ⓐ「三崎ちょい呑みフェスティバル」 5
これは、2013年9月にはじめて実施された企画である。第2回目は、参加
店は33店舗、チケットは2,500円で、3軒までハシゴができる。チケット
は参加店舗のほか、事務局になっている花岡新聞店でも販売している。ま
　『神奈川新聞』2013年2月2日、2013年2月16日、2013年3月30日、2013年10月4日、
12月27日。
　『神奈川新聞』2013年11月14日。
4
5
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た、2回目開催にあわせて、老舗スナックがオリジナルカクテルを考案し、
お酒を飲める人も飲めない人も、同じ席でともに楽しめることを目指して
いる。
ⓑ「追浜バルめぐり」 6
横須賀市にある京急線追浜駅周辺で行われる「追浜バルめぐり」（バル
はスペイン語の酒場の意）も「ちょい呑みフェス」である。楽しみ方はほ
かのちょい呑みフェスと同様であるが、家族で分けて使ってもよいものに
なっている。
このフェスの主催は追浜観光協会であり、同協会から地元の観光大使に
委嘱されているコスチュームプレーの第1人者「キキワン」さんも参加し
て、このイベントを盛りあげている。同観光協会は、「追浜や近隣の人た
ちに、地元の店を再発見してもらえた」と、その効果を喜んでいる。
フェスの1回目は24の飲食店が参加し、540名の利用者があったが、2回
目は5店舗増えて、29の飲食店が参加した。また、地域の人だけでなく、ネッ
トを見て逗子や葉山などからも当日券を買って参加する人もおり、それを
活かしていくことをねらっている。
高度経済成長期には元気であった追浜駅周辺も、現在は停滞の状態にあ
り、ちょい呑みフェスによって商店街の活性化をはかろうとしている。
ⓒ「平塚南口ぶらりはしご酒」 7
JR平塚南口の飲食店の「はしご酒」は2011年11月からスタートしてお
り、2013年5月には4回目の開催となっている。地域の人びとにもよく知
られるようになって、南口を代表するイベントに成長してきたという。実
行委員会は、年2回開催の継続を目標としている。
このイベントは「ちょい呑み」とほぼ同じであるが、ほかのケースと異
なる点は、前売り券3,500円、当日券は4,000円であり、5店舗をはしごで
　『神奈川新聞』2013年2月2日、2013年2月28日、2013年8月23日。
　『神奈川新聞』2013年5月23日。
6
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きることである。各店舗でドリンク1杯と自慢の料理1点を楽しむことに
なるが、3店はチケットで指定されており、他の2店については自由に選
択できるようになっている。
初回は駅に近い27店舗で開催されたが、4回目は地域が拡大し、札場町、
花水台など海側の47店舗に増加している。地域的に拡大したために、無料
のマイクロバス5台を巡回させている。
開催期間は1日だけであるが、開催日には、地図とチケットをもった人
びとがまちを行きかい、参加店には行列もできている。そして、店につい
て情報交換を行う姿もみられる。このように、イベント開催当日は南口周
辺がにぎわいをみせている。
このようにみてくると、「ちょい呑みフェス」または「○○バル」といっ
たイベントは、利用者にとっては割安に飲食でき、店舗にとっては新しい
顧客をつかむ機会になる。そして、来店者が増えれば、商店街や地域の活
性化につながる。そのため、この活動はかなり急速に発展してきており、
おそらく地域的にも大きなひろがりをみせていくものと考えられる。
しかしながら、「ちょい呑みフェス」は個店間のパートナーシップがな
ければ、イベントを盛り上げることができず、地域に広がることもむずか
しい。
「ちょい呑みフェス」はスタートしたばかりであるが、そのねらいは明
らかである。しかし、確実な成果については、もう少し検証していく必要
がある。おそらくはフェスを数回続けながら、その経験のなかで、反省や
修正すべきポイントが明確になるものと思われる。
④小括
これまでは、商店街の飲食店は単独に活動し、他店とのパートナーシッ
プを組むことはほとんどなかった。「ちょい呑みフェス」といった新しい
商店街の楽しみ方を消費者に提案することで、商店街の魅力が向上でき、
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商店街の「買い物機能」が効果的に果たされることになる。
一方、モトスミ・オズ通り商店街と久里浜商店会は、細かなサービスを
地域住民に提供することで差別化を図っている。つまり、商店街の「コミュ
ニティ機能」を重視して地域住民に貢献することにより、地域住民を商
店街に囲い込もうとしている。これは、「コミュニティ機能」を優先させ、
間接的に「買い物機能」につなげるというアプローチである。
しかしながら、いうまでもなく、商店街が実施しているこれらの諸活動
は、多くの個店間の連携がなくては実現できない。言い換えれば、商店街
活性化のために、まず商店街の個店間でパートナーシップを組むことが必
要である。商店街の個店間パートナーシップは、「ちょい呑みフェス」の
ように、商店街と商店街のパートナーシップにまで拡大することが可能で
あり、商店街の広域活性化につながることが期待できる。
（2）商店街どうしのパートナーシップ
商店街が独自に発展のための施策を試みる例は多数あるが、近年では商
店街どうしの連携や協力も重視する動きがみられる。NPO法人「濱橋会」
は、横浜の街と街、商店街と商店街を結ぶ架け橋になることをめざして、
2012年に設立された組織である8。また、2012年末には、横浜市内の約20
の商店街団体と横浜市が地域活性化の対策を協議する場として、「関内・
関外地区活性化協議会」が発足している9。以下では、商店街どうしの連
携事例を取りあげる。
①台東区商店街連合会と荒川区商店街連合会の連携による陸・水送迎サー
ビス10
台東区商店街連合会と荒川区商店街連合会は、それぞれ多数の商店街に
　『日本経済新聞』2012年12月19日。
　『日本経済新聞』2013年2月7日。
　東京都商店街（http://www.toshinren.or.jp/jirei/jirei_412.html、2015年3月6日
アクセス）。
8
9
10
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よって構成されており、広い地域をカバーしている。前者には、5つエリ
アに位置する58の商店街が加盟している11。一方、後者は、三の輪銀座商
店街振興組合などの42の商店街からなっている（2014年11月現在）12。
2013年に、台東区商店街連合会と荒川区商店街連合会が、「隅田川沿い」
をキーワードに陸路と水路を併用した回遊ルートを提案して、イベントを
展開している。具体的には、イベント期間中に限定した2区間の移動手段
として、水路では隅田川経由での屋形船や水辺ライン･水上バスを、陸路
では両区をまたぐ無料周遊シャトルバスを運行して、観光者を送迎してい
る。
これだけでなく、2年目の2014年には、2区商連の41商店街をめぐるス
タンプラリーを実施し、ゴールをNHK連続テレビ小説『あまちゃん』ロ
ケ地のアメ横センタービル内に設定した。
このパートナーシップにより、イベントの実施範囲が拡大し、新しいサー
ビスを提供することができた。地元だけでなく、遠方からの来街者が増加
したという。
②東京すずらん通り連合会による「東京すずらんEKIDEN」の開催13
同連合会は、神田･銀座･南阿佐谷･荻窪･経堂･立川にある6つのすず
らん通り商店街からなっている。この6つの商店街は、立地的には関連性
や連続性はないが、スケールメリットの効果を獲得するために、「すずらん」
を共通のキーワードに2014年9月に東京すずらん通り連合会を設立し、多
様なパートナーシップを行っている。
　上野・中谷エリア（18商店街）、浅草南部エリア（3商店街）、浅草北部エリア（6
商店街）、浅草エリア（22商店街）、合羽橋・入谷エリア（9商店街）（台東区連合会
（http://welcometaito.jp/、2015年3月6日アクセス））。
　荒川区役所（http://www.city.arakawa.tokyo.jp/index.html、2015年3月6日アク
セス）。
  東京都商店街（http://www.toshinren.or.jp/jirei/jirei_412.html、2015年3月6日ア
クセス）、東京すずらん通り連合会（http://tokyo-suzuran.com/、2015年3月6日ア
クセス）。
11
12
13
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個別商店街では得られないコスト面でのメリットを獲得するために、同
連合会は発足以来、共通のすずらんロゴを策定したり、ノベルティや販促
用すずらん花鉢の共同製作・購入などの共同事業を実施してきた。また、
2013年6月には、東京すずらんスポーツ祭を開催し、神田から立川までの
6つのすずらん通り商店街を横断する駅伝を実施した。各商店街が地元で
公募した約250名の市民ランナーらが13区間、総距離約55キロメートルを
走る。
このイベントを通じて、各地域の知名度を高めるとともに、連合会の結
束力を強めることができる。また、このパートナーシップは地理的に離れ
ている商店街どうしの連携であるため、それぞれの商圏が異なり、利害関
係が少なく、販促のノウハウや販促物の共有などがスムーズに図れるとい
う14。
③横浜市と川越市の商店街の連携による「食べくらべ横丁」の実施15
これは近隣地域ではなく、神奈川県と埼玉県の商店街がパートナーシッ
プを組んだ活動である。神奈川県のほうは東急東横線沿線にある六角橋商
店街連合会（横浜市）、埼玉県は川越商店街連合会（川越市）であり、い
ずれも単独の商店街ではない16。
最初の共同事業は、六角橋の飲食店や惣菜店のメニューの食べくらべを
行うグルメイベント「食べくらべ横丁」に、川越市の店舗が参加するかた
ちではじまった。各店舗は自慢の料理を100 ～ 500円のプライスゾーンで
提供し、できるだけ多くの店舗の料理が食べられるようにする。出店数は
32店舗で、川越から3店舗が出店する。
　東京すずらん通り連合会会長兼神田すずらん通り商振組理事長大橋信夫（東京都
商店街（http://www.toshinren.or.jp/jirei/jirei_412.html、2015年3月6日アクセス））。
　『日本経済新聞』2013年11月6日。
　六角橋商店街連合会は六角橋商業協同組合、六角橋中央商店会、六角橋興和会、
六角橋商和会という4商店会で構成されている（六角橋商店街（http://
www.rokkakubashi.jp/、2015年3月6日アクセス））。
14
15
16
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川越市から六角橋の商店街に来街してもらうために、川越市内で配布す
る新聞の折り込みチラシに、このイベントで使用できる500円分の金券の
引換券をつけることにしている。これによって、3,000名以上の参加者を
目標とする。
このイベントは、東急東横線と東京メトロにとって相互好機となる。両
商店街が交流を深めることで、互いに行き来する顧客が増加することをね
らっている。
六角橋商店街が他の商店街と協働でイベントを行うのは、はじめてのこ
とである。これにより、 商店街活動を活発化させ、「商店街力」 をみせ、
今後、交流をいっそう深化させたいという。
④小括
台東区商店街連合会と荒川区商店街連合会の事例は、近隣地域にある複
数商店街の連携である。一方、東京すずらん通り連合会の事例は、東京都
内に隣接していない6つの商店街による連携活動である。さらに、六角橋
商店会と川越商店街連合会の事例は、県を越えた連携となっている。
これらのパートナーシップは活動が地元地域にとどまらず、他地域にま
で広がっているという点で共通している。そのため、商店街はお互いに相
手地域に知られる機会を得て、商店街内部という「線」から他地域を含む
「面」にまでに活動を拡大させることができる。当然のことながら、これ
は商店街の活性化につながることになる。
それだけでなく、イベントの規模が大きくなり、スケールメリットが現
れ、コストを削減することができる。さらに、外部の経営資源を活用する
ことで、新しい発想やアイデアが生まれやすくなる。
（3）商店街と大型量販店のパートナーシップ
大型商業施設、いわゆる大型量販店は商店街にとっては脅威であり、こ
のような大型店の近隣地域への進出が中小小売店や商店街に衰退をもたら
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した事例は数多くある。また、商店街の衰退の後に大型店も撤退し、地域
商業が大きく縮小して、住民がショッピングできなくなるというマイナス
面が発生した地域も存在する。
しかし一方、大型店の集客力に着目して、これを誘致することに積極的
な地域もあり、むしろ地域の活性化につながるという主張もみられる。以
下は、大型店の集客力を活用して商店街の活性化に結びつけていこうとい
う事例である。
①電子マネー「WAON」の共用17
これは、大型店のポイントカードを活用して共生を目指す、横須賀市の
久里浜商店会協同組合活動の例である。同組合は京急久里浜駅周辺に位置
しており、6つの商店街と「ジャスコ久里浜店」で構成されている。
この地域の活性化を目指すために、久里浜商店会協同組合はイオン久里
浜店と連携して、2008年12月よりポイントがたまるイオンの電子マネー
「WAON（ワオン）」を同組合の6つの商店街の店舗で利用できるようにし
た。これは全国的にみても、はじめての試みであるという。
この試みは2008年から約15店舗でスタートしているが、現在では参加
店舗は60に増えている。また、そのなかに、イオンの特売日に合わせて自
ら5％の割引サービスを実施し、イオンに歩調を合わせている店舗もある。
これによって、商店街を素通りする来訪者が減少したという。
②「おおのジャズクルージング」の共同開催18
この事例は、商店街のイベントに大型店を巻きこむものである。相模原
市の相模大野駅周辺商店会連合会は、2011年度から「ジャズが流れる街」
をテーマに、ジャズイベント「おおのジャズ」を開催している。2013年の
　『日本経済新聞』2013年9月27日。
　『日本経済新聞』2013年9月27日、相模大野・公式まちづくりホームページ『大野村』
（http://www.sagami-ono.jp、2015年3月6日アクセス）。
17
18
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第3回目は、周辺の大型商業施設「ボーノ相模大野」の開業に合わせて、
同施設と伊勢丹相模原店などとパートナーシップを組んで、3月に「おお
のジャズクルージング」を開いている。
週末を中心に商店街や大型店などが、ジャズイベントの会場となってお
り、40分1ステージで、顧客はそれぞれの会場でジャズライブを聞きなが
ら食事を楽しむことができる。また、イベント当日は、商店街の飲食店店
主たちが自ら結成したジャズバンドが駅前でパフォーマンスを行い、「ボー
ノ相模大野」に流れる顧客にアピールしている。このイベントに参加する
には、入店パスを購入する必要があり、前売り券は1,500円で、当日券が
2,000円となっている。
ボーノ相模大野がオープンした3月以降、乗降客が増加しており、町田、
厚木、横浜などに行く利用者を相模大野に立ちよらせる戦略のひとつとし
て、このような連携が効果を発揮している。
③「辻堂Lovers」プロジェクト19
これは連携には至らないが、JR辻堂駅の商業施設「テラスモール湘南」
（藤沢市、2011年11月オープン）の1日平均6万人という来店者の回遊性
を利用しようとする商店街の動きである。「テラスモール湘南」と線路を
はさんで反対側の地域にある飲食店が中心になって組織した団体「辻堂
Lovers」は、約40店舗のメニューや料金を紹介する地図（マップ）をつくり、
これを公共機関やコンビニなどに置いてもらうことにしている。
この地域は茅ヶ崎市との境界でもあり、そこにある「はまたけ中央商店
会」は、「テラスモール湘南」の集客力に注目して、そこでショッピング
した顧客が自分の商店会にきてもらい、食事を楽しむことを期待している。
地図に載っているその店舗では、地元の野菜や魚介類を使用した「辻堂
ゴハン」を500円程度で提供し、客単価が1,000円を超えるテラスモールと
　『日本経済新聞』2013年9月27日。19
商店街活性化の近年の動向─パートナーシップの事例を中心に─
146
の差別化を打ちだして、アピールしようとしている。
④小括
2007年の改正まちづくり3法は、商店街の再生を目ざして、郊外での大
型店の出店を大きく制約してきたが、大企業の製造業が工場閉鎖を行うな
かで跡地の開発をめぐって行政から誘致を求められるという事例もでてき
た。前述の「テラスモール湘南」もその典型である。
しかし、大型店の出店に対するおそれが地方の商店街には当然ながらあ
る。たとえば、イオンが小田原市久野にある「日本たばこ産業（JT）小田
原工場」跡地に出店することを検討していることに対して、2014年秋に再
開される小田原駅地下街に影響が出るとの懸念が行政や商工団体にあると
いう20。
しかし、広範囲な地域からの来訪者を大規模に増やせるのが大型店のメ
リットであり、強みでもある。上述の事例のように、そのメリットを生か
せば、商店街の活性化に結びつけていくことが可能である。
また、大型店のなかでは、イオンモールのように、今後の戦略として商
店街の再生や地域の活性化のために役立っていこうという動きもみられ
る。したがって、商店街側としては、大型店に対するマイナスのイメージ
をなくし、積極的にパートナーシップを組み、「共存共栄」ができる方法
を見出すべきであると考える。
（4）商店街と大学のパートナーシップ
学校と商店街の関係づくりが地域のなかで広がっている。なかには直接
商店街の活性化にかかわることなく、商店街にうるおいをもたらしたり、
安全・防災などに役立つ場合もみられる。以下では、大学の事例を中心に
紹介していく。
　『神奈川新聞』2013年8月21日。20
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①大口通商店街と横浜商科大学の事例21
横浜市神奈川区にある大口通商店街と横浜商科大学は2006年にパート
ナーシップを形成し、多様な地域活性化事業をスタートさせている。
まず、両者は「大口Webプロジェクト」を実施している。これは、横
浜商科大学柳田義継ゼミナールの学生が担当し、大口通商店街協同組合と
共同で大口通商店街のWebサイトを制作する活動である。現在でも、同
ゼミナールは改修や保守などのWebサイトの管理や運営を行っている。
これまでも、このプロジェクトには多くの学生がかかわってきており、2
期生1名、3期生5名、4期生は3名、6期生は4名、7期生5名となっている。
つぎに、昭和48年から継続して実施してきた夏の「納涼夜店」は、大口
通商店街にとって最大規模のイベントであり、地域の住民に人気を博して
いる。横浜商科大学では、多くの教員と学生がこのイベントの運営に協力
している。
佐々徹ゼミナールと宍戸学ゼミナールの学生が露店の企画や運営に携
わっている一方、村上一郎教授の指導のもとで、体育会系クラブに所属す
る学生たちが会場警備やイベント後の清掃にあたり、「納涼夜店」の安全
な運営を支えている。
また、前出の柳田ゼミナールでは、各店舗の協力を得ながら、商店街の
公式ホームページにおける「納涼夜店」PRコーナーの設置といったコン
テンツの作成や情報更新などを行っている。さらに、Twitterのアカウン
トを利用して、イベント当日の様子をライブ中継したり、動画による配信
も行っている。
2009年から大口通商店街の「秋の大感謝祭」において、「ハロウインだ
よ！おおぐちチビッ子フェスティバル」が実施されるようになった。これ
　『朝日新聞』2012年7月10日、ローカルグッド（http://yokohama.localgood.jp/
news/3362/、2015年3月6日アクセス）、横浜商科大学（http://www.shodai.ac.jp/、
2015年3月6日アクセス）。
21
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は、前出の佐々ゼミナールの提案によるもので、より多くの子どもたちが
イベントに参加し、地域に関心をもたせるための企画である。大道芸が披
露されたり、バルーンアートの展示やバルーンの配布などが行われるこの
イベントにおいて、学生たちは企画や運営をサポートしている。
②「パレール商店会」と和光大学の事例22
川崎市川崎区東田町の「パレール商店会」は、JR川崎駅から約500メー
トルのところに位置しており、1990年以前は木造の店舗や低層のビルなど
が密集していた地域である。1990年に市街地再開発事業によって、川崎区
役所などが入居している4棟のビル（マンションを含む）が完成し、飲食店、
スーパー、貸衣装、メガネなどの小売店15店舗がこのビルに出店している。
同年パレール商店会が設立され、これらの店舗が会員になっている。
このパレール商店会が町田市にある和光大学の学生と連携する端緒と
なったのは、2012年の春に商店会のホームページの作成に同大学経済経営
学部の学生が協力することになったことである。
商店会の会員が同大学の教員と親交があり、経営メディア学科の授業の
なかで、個性のある店舗の魅力をアピールするHPを1年間を要して作成
してもらうことにした。これを機に、商店会活性化のプロジェクトに学生
がかかわることになった。4月に行われた商店会のイベント「花祭り」では、
甘茶を参加者にふるまい、まつりに協力している。
花祭りに参加した子どもたちは、学生たちの考案した商店会のマスコッ
トキャラクターのパネルと記念撮影を行い、その写真データをシールにプ
リントして無料配布するという企画も行われている。
このイベントの周知のために、交流サイト「フェイスブック」の立ちあ
げや、チラシ5,000枚のポスティングなども行っている。これには、学生
の活動と商店会の理解が支えになっている。
　『読売新聞』2012年6月5日。22
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なお、5月下旬に、同大学で行われた「産学連携実践論」の授業では、
商店会の会長が出席し、同商店会の実状を説明するとともに、8月の夏祭
りについては、学生から多くの新しい提案が出されている。
さらに、2012年9月には、大道芸やクラフト市などからなる「オータム
フェスティバル」を共催しており、両者の間のパートナーシップが着実に
つくりあげられている。
　
③川崎市長沢商店会と専修大学の事例23
川崎市多摩区の長沢商店会は同区にある専修大学経済学部の徳田ゼミ
ナールの学生と共同で「クリスマス・イルミネーション・コンテスト」と
いうイベントを行っている。このイベントは地元の児童や生徒たちが製作
したクリスマスツリーを商店会の店舗の前に設置して、地域の人たちにそ
の作品を評価してもらうというものである。
ゼミナールの学生たちは、この地区にある南生田小学校、長沢小学校、
南生田中学校、長沢中学校、百合丘高校、生田高校の計6校にツリーの制
作を依頼している。児童･生徒の有志や美術部員たちが制作し、ペットボ
トルに電球を入れて光の演出を考えたものや、クリスマスソングが流れる
ものなど、いずれも工夫されたツリーが、中華料理店や美容室などの前に
展示され、投票箱も設置されている。投票用紙には、「最優秀賞」、「元気
がでる賞」、「ユニーク賞」など6つの賞が印刷されており、そのツリーに
ふさわしい賞に印をつけてもらうようにしている。
投票の集計結果は百合丘高校体育館で開かれる地域の音楽祭「ながさわ
にこにこハーモニー」（長沢まちづくり協議会主催）で発表され、全作品
の写真は南生田の「長沢ひろば」に展示される。
主催した学生たちは、周囲の学生たちがあまり商店街に関心がないこと
に気づき、商店街と若者が世代をこえてつながりをもちたいという思いか
　『神奈川新聞』、2013年12月20日。23
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ら、今回のイベントを開催することにしたが、地域全体で商店街を含む長
沢地域の活性化を促していきたいとしている。
④小括
上述の商店街と大学の連携のほか、商店街と小学校、高校の連携活動も
行われている。たとえば、商店街の活性化プロジェクトとして、2012年10
月より横浜市立元町小学校（中区山手町）と地元の石川商店街が共同で街
路整備を行っている24。
また、横浜市南区の名物商店街のひとつである横浜橋商店街の活性化
のために、横浜市立南吉田小学校の小学生5名が独自にチラシをつくり、
2013年3月9日に「39（サンキュー）フェア」という名のイベントを実施した。
イベントには、商店街の約70店舗が参加し、通常の週末に比べて多数の来
訪者があった25。
小田原市東町にある小田原総合ビジネス高校では、生徒が小田原銀座商
店街の空き店舗を利用して、2013年に「Gestore（ジェストーレ）おだわら」
というチャレンジショップを開き、営業をスタートさせている。このショッ
プは、全国各地の専門高校の生徒たちが作り上げたオリジナル商品などを
販売することで、ショップの存在を市民に知らせるとともに、商店街への
来訪者を増やすことを目的としている。
このような連携によって、商店街は日常ではあまり接点のない若者の素
直な意見を聞くことで、新たな刺激を得るとともに、それを活用して集客
能力の向上をはかることができる。若者のすべての発言や提案が有効であ
るわけではないが、自分たちでは思いうかばなかったヒントをもっている
のである。
一方、学生はビジネスの現場を知るだけでなく、その現場がかかえてい
　『神奈川新聞』2013年3月29日。
　『神奈川新聞』2013年3月15日。
24
25
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るきびしさを体験している。さらにいえば、現場に直接にかかわることで、
ある種の達成感や自己実現を得ているともいえる。
学校が商店街とかかわるのは、児童生徒や学生の教育指導や人間形成の
一環として行われることがほとんどである。それは自分の暮らしている地
域を理解し、改善するために行われており、間接的には活性化に寄与して
いるといえる。したがって、ここで取りあげたような、直接商店街を元気
にしたり、活性化できる事例はまだ少ないかもしれない。
学校が「地域のなかの存在」であることを認識し、児童生徒や学生をそ
の地域のなかで育てていくことが重要である。他方、商店街としても、「地
域のなかの学校」、「教育の場としての商店街」という考えをもつことで、
学校との連携を深めていくことができるのである。児童生徒や学生との交
流をもつことは、商店街にとって重要であることをいっそう認識していく
べきである。
（4）商店街と行政・NPO等のパートナーシップ
商店街は地域社会において重要な役割を果たしている。一方、行政と地
域に根ざして活動しているNPOも地域問題を解決するために欠かせない
存在である。以下では、商店街と行政やNPOの連携事例を取り上げるこ
とにする。
①松田町商店街と商工振興会の「両輪で模索」26
行政は、かつては商店街や小売業を含む中小企業に対して、“上から目線”
といわれていた。その時代、「指導」というキーワードに示されるように、
行政が商店街を指導する、ないしは保護するといった考え方が支配してい
た。この考え方はいまだに残っているし、商店街のほうでも行政に対して
困難に直面したときには、なんとかしてほしいという「陳情的な雰囲気」
が強く漂っていることが多い。
　『神奈川新聞』2013年8月30日。26
商店街活性化の近年の動向─パートナーシップの事例を中心に─
152
しかし、現在の行政の姿勢は、「指導」から「支援（サポート）」に変っ
てきている。サポートの思想は、行政への絶対的な依存を求める指導とは
ちがって、商店街自体の自主性や主体性を前提とし、それを尊重しなけれ
ばならない。
停滞や衰退した商店街の活性化は、きわめて困難な作業である。その方
策には一様な万能薬はなく、実際のところ行政のかかわり方や政策のあり
方もむずかしいといえる。このようななかで、神奈川県松田町商店街と商
工振興会の動きが興味深い。
1965年ごろの松田町商店街は全盛期にあり、昼も夜も活気にあふれてい
た。商工振興会の中村公三会長（衣料品経営者）によると、この全盛期に
比較すると、現在では売上高は10分の1となり、半分にとどまっている店
舗は善戦しているほうだという。
小田急線新松田駅とJR御殿場線松田駅を中心にして商店街が形成され、
仲町商店街、ファミリー通り、ロマンス通りの3つの商店街があり、鮮魚、
酒、飲食などの41店舗がある。町内には唯一のスーパーがあったが、17
年間営業をつづけてきたものの、2010年に撤退している。その原因は、大
井町や開成町などに大型の商業施設がオープンしたために、松田町の消費
者がそちらに流出してしまい、経営が困難になったことである。
スーパー撤退後、同町は大手を含むスーパー 3店に進出をアプローチし
ているが、採算性を理由に断わられてきた。そこで、商店街自体の活性化
に方向転換をはかることになった。町の商工振興会の活動費助成は、2013
年度の予算として170万円を計上しており、イベント開催や特産品の開発
にあてられる。
しかし、商工振興会としては、店舗の業態を変えたり、後継者を育てな
い限り活性化はできないし、現状の売上げでは経営もままならない状態で
ある。行政としても活性化や再生のための具体策をみつけだせないのであ
る。
また、利用者の町民のなかにはマイカーをもたない「買い物弱者」であ
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る高齢者や身体障がい者がいる。かれらにとって大切なことは、駅前で必
要なものがすべて購入できる利便性であり、そのような店舗や商店街への
期待が大きい。
このような状況のなかでは、町の担当者も商工振興会も、商店街の活性
化は町政と商店街（商工振興会）が両輪となり、相談を密にしてアイデア
をだしていかなければならないと考えるようになった。
松田町の事例は、商店街と行政との関係づくりを考えるうえで意味のあ
るものであり、他の地域も同様な状況におかれていると考えてよい。どこ
の行政にとっても停滞したり、衰退した商店街の活性化は重要な課題であ
り、その方策づくりにあたっては、「両輪で模索」という、いわゆるパー
トナーシップの姿勢のもとで、話しあいや検討の場をもつことが大切にな
るであろう。
②横須賀市上町商盛会商店街振興組合とNPO法人アンガージュマン・よ
こすか27
上町商盛会商店街振興組合は10年ほど前から、「空き店舗」問題が発生
してきたため、その対策として若い事業主を参入させることに注力してき
た。
そのひとつの例として、NPO法人「アンガージュマン・よこすか」があ
げられる。「アンガージュマン」とは、フランス語で「社会参画」という
意味で、不登校・ひきこもりの若者などをサポートすることが同NPOの
ミッションである。
2004年の開設時に、同振興組合は神奈川県と横須賀市に対して補助金を
申請し、承認をうけている。そして、同振興組合が商店街にある空き店舗
を借りあげて、アンガージュマンが負担しなければならない店舗の家賃を
軽減させるようにしたのである。
　『神奈川新聞』2013年8月23日、NPO法人アンガージュマン・よこすか（http://
npoey.com/、2015年3月7日アクセス）。
27
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同NPOは、若者に働く場を提供する「はるかぜ書店」を運営するほか、
フリースペース「あばうと」での学習サポートを行っている。そして、犬
の散歩や引越しの手伝いなどで就労研修する「孫の手サービス」、商店街・
農家と連携した宅配サービスを提供したり、桜まつりや灯ろう夜市などの
イベントに参加して、商店街の活性化などに役立っている。
とくに「アンガージュマン・よこすか」の理事長島田徳隆氏が、2013年
に上町商盛会商店街振興組合の理事に就任したことをきっかけに、地域と
の連携がいっそう強まることになったという。
一方、同NPOを利用している不登校の子どもたちやひきこもりの若者
たちは、このような活動に参加することにより、商店街の経営者や顧客と
交流する機会が増え、コミュニケーション能力の向上につながっている。
上町商盛会商店街振興組合は、若い世代の力に期待をかけており、今後
充実したいと考えているネット事業に若い世代の参加・協力を求めたいと
している。
③小括
前出事例のほか、旭区商店会連合会と特別養護老人ホーム「グリーンラ
イフ」が連携するケースもある28。横浜市旭区内に、重度の要援護高齢者
の入所施設である特別養護老人ホームは19施設あり、市内ではもっとも多
い。これらの施設の入居者は、１人では外出できず、買い物をすることも
むずかしい。一方、商店街には空き店舗が目立つようになっている。そこ
で、旭区商店会連合会に加入している菓子店や衣料品店などの10店舗が、
グリーンライフに出張して、「わくわく商店街」を開設することにした。
商店街と行政の関係については、まちづくり三法などの条例や要綱を制
定するだけでなく、松田町の事例のように、両者が連携して地域問題に取
り組むことが重要である。一方、両者は対等なパートナーシップとはいえ
　公益社団法人商連かながわ（http://www.kenshoren.com/、2015年3月7日アク
セス）。
28
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ないまでも、商店街への一方的な指導という考え方は、もはや通用しない
し、またそうするべきではない。
一方、NPOはまちづくりや、社会福祉、子育て支援、環境問題などの
分野で活動しており、社会問題に対するノウハウをもっている。そのため、
商店街がNPOとパートナーシップを組むことで、地域社会とのコミュニ
ケーションの場を拡大させることとなり、コミュニティの機能をより高め
ることが期待できる。
（5）商店街と個人のパートナーシップ
これまでは、商店街と他の組織間のパートナーシップの事例をみてきた。
しかし、それだけでなく、商店街が個人と連携するようなケースもみられ
るようになっている。
①「とつか宿駅前商店会」と善了寺住職の連携29
善了寺の成田智信住職が商店街とパートナーシップ活動を行うように
なったのは、2007年のことである。旧東海道の歴史のあるこの地域には当
時商店街組織はなく、活気があまり感じられなかった。住職はなんとか元
気のある商店街にしたいと考え、これに賛同した商店主（リーダー）らと
ビラ配りなどをして、地域住民にはたらきかけを続けていた。
住職は、寺の講堂を打ちあわせや会議の場として開放したり、街道にス
スキを飾りつけるイベントを開催するなどの努力を継続している。このよ
うな努力が、地域のつながりをつくり、深めていく結果となり、翌2008年
に商店会の設立にこぎつけている。
結果としてお寺は地域の人びとの集まる場となり、前述の商店会のメン
バーや地元にある明治学院大学の学生などが集まって、定期的に「カフェ・
デラ・テラ」というワークショップやイベントを行うようになった。毎年
12月下旬には、善了寺のイベントとして「冬至キャンドルナイト」を開い
　『日本経済新聞』2013年12月11日。29
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ている。これは商店街の年末のワン・シーンとなり、以後は200 ～ 300名
が参加している。なお、2013年には衣服デザイナーの講演会も開催された。
講堂を使った活動は「カフェ・デラ・テラ」と名づけられているが、こ
れはイタリア語の「大地のカフェ」という意味である。ネーミングはダジャ
レであるが、お寺を人が集まりやすい場にしたいという思いが込められて
いる。カフェ・デラ・テラは2009年にNPO法人となった。時間に余裕の
ある高齢者に学生が加わることで、それが可能になったのである。
成田住職は寺を多様な人の集まる場にし、周辺の商店街や学生と連携を
はかりつつ、商店街と地域社会の活性化を進めている。この事例は商店街
よりも住職がリーダーとなって、商店街や地域の住民を巻きこみ、さらに
大学生をも参加させることで、ひろがりをもつ活動に発展した例である。
②戸塚の商店街とコラボするKaho*（かほ）さん30
大手新聞ではあまり取りあげられていないが、ミニコミ誌などにしばし
ば登場するのが、横浜市戸塚区に密着して活動している歌姫Kaho*（かほ）
さんである。
彼女は戸塚区で路上ライブを行っていたが、当時は足を止めて歌を聴い
てくれる人がほとんどいなかった。そのなかで、イベントを開催する商店
街の経営者に声をかけられ、ゲストとしてイベントに参加するようになっ
た。
その後、彼女は戸塚駅周辺の商店街を元気づけるために、地域の店舗の
歌を自作し、そして歌っている。戸塚駅の大型店であるMody（モディ）
の開館の歌をはじめとして、戸塚駅東口商店会の勝田接骨院、包装市場、
ぷちらぱんなどの店舗の作詞・作曲を行い、それをレコーディングしてい
る。さらには、前出の「とつか宿駅前商店会」との共同作業で、テーマソ
　『 タ ウ ン ニ ュ ー ス 戸 塚 区 版 』2012年12月6日 号（http://www.townnews.
co.jp/0108/2012/12/06/167981.html）、2013年4月25日 号（http://www.townnews.
co.jp/0108/i/2013/04/25/185204.html）、2015年3月7日アクセス）。
30
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ングをつくるという。
Kaho*さんは20代で、横浜市鶴見区の出身である。戸塚区の住民ではな
かったが、戸塚商店街の人に支えられ、育てられている。一方、商店街は
彼女の音楽で街を盛り上げることができた。
③小括
このような商店街と個人のパートナーシップの事例は、まだそれほど多
くないが、新しいパートナーシップのかたちを示唆しているかもしれない。
横浜市鶴見区出身のKaho*さんは戸塚商店街にとって、「よそ者」、つま
り外部の人間である。一方、善了寺住職の成田智信は商店街のなかに位置
しているが、仏壇屋を除けば、商店街とは直接的な関係はないという意味
で、よそ者、つまり外部の人間といえる。とはいえ、寺院が商店街の一画
にあるということからいえば、彼は内部の人間でもある。したがって、彼
の場合、純粋なよそ者ではなく、内部の人間とよそ者との中間的な存在（「準
よそ者」）かもしれない。
このようにみてくると、「よそ者」という存在の重要性を認識し、彼ら
とパートナーシップを組むことで、彼らがもっている意欲やアイデアを活
用し、商店街や地域の活性化につなげるということも、注目に値する方策
であろう。
４．商店街パートナーシップの特徴
ここまでは、既存のアンケート調査データを取りあげたうえ、新聞記事
調査を中心に事例を考察し、パートナーシップによる商店街の活性化を検
討してきた。以下では、商店街のパートナーシップの特徴をまとめていき
たい。
（1）パートナーシップのタイプ──同質ステイクホルダー間から異質ステ
イクホルダー間へ
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商店街が実施しているパートナーシップのタイプや分類について、ここ
ではステイクホルダー・アプローチを用いて検討していこう。
Freeman,R.E.（1984）によると、ステイクホルダーとは「組織の使命や
目標の達成に影響を与えうる、あるいは目標の達成に影響をうけるグルー
プや個人」である31。ここでは、商店街とそれに属する個店にとって利害
関係にある外部の個人や団体などのことを指している。具体的に言えば、
競合の大型量販店、他の商店街、市民、地域社会、行政機関、NPOといっ
た各種の団体などが商店街にとって外部のステイクホルダーである。
商店街が活性化の状態にある場合や、活性化しようとしている場合、こ
のような外部の多様なステイクホルダーに対して「開放的」（オープン）
な態度をとり、そのなかで活性化に役立つと思うときにパートナーシップ
を選択するのである。
３．で取りあげた事例からわかるように、近年では、商店街どうしによ
るパートナーシップだけではなく、近隣の大型量販店や、大学、行政、さ
らにNPOとのパートナーシップが増加している。これは、商店街にとっ
て同じタイプ（同質）のステイクホルダーとのパートナーシップから、異
なったタイプ（異質）のステイクホルダーとのパートナーシップへと、選
択が変化していることを意味している。
同質ステイクホルダーによるパートナーシップとは、たとえば同じ商店
街どうしの連携である。これは、きわめて多くみられるパートナーシップ
である。とくに周辺商店街どうしの連携が一般的である。3．（2）で取り
あげた台東区と荒川区の商店街の事例のような、近隣商店街どうしが共同
で事業やイベントを行ったり、パートナーシップを確実にするために、周
辺商店街が集まって連合会などといった組織をつくるケースも多い。そし
て、事業やイベントのスケールメリットを獲得することで、共通の目標で
ある集客力を高めようとしている。
　Freeman,R.E.（1984）Strategic Management: A Stakeholder Approach, Boston 
Pitman,p.53.
31
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しかし、同質タイプのパートナーシップにおいても、立地の連続性のな
い商店街どうしの連携や、競合相手との連携といった新しいかたちがみら
れるようになっている。
３．（2）で取りあげた東京すずらん通り連合会による「東京すずらん　
EKIDEN」の開催や、横浜市の六角橋と川越市の商店街による「食べくら
べ横丁」の実施といった事例は、周辺ではなく、地理的にかなり離れてい
る商店街どうしのパートナーシップである。
これらの事例は、話題性があり、相互の集客や誘客をはかろうとするも
のである。それだけでなく、他地域での知名度の向上や、同質のステイク
ホルダー間のコンフリクトの減少もねらいとしている。今後、このような
パートナーシップがどのように進展していくか、注目していきたい。
一方、商店街と大型商業施設のパートナーシップも同質のステイクホル
ダー間の連携である。商店街と同様な小売業である大型商業施設は、多く
の場合商店街を衰退させてきた存在としての敵対者（ライバル）であって、
パートナーとしてみられてこなかった。しかし、大型商業施設の集客力を
利用して、活性化に結びつけていこうとする商店街が現れている。
３．（3）で述べたイオンやボーノ相模大野のパートナーシップのように、
商店街と共存することを重視する大型商業施設も存在する。このような状
況にあっては、大型商業施設も商店街にとってパートナーになりうるステ
イクホルダーである。
つぎに、異質のステイクホルダーによるパートナーシップについて検討
する。このタイプのパートナーシップは、従来の商店街の個店によるもの
のほか、大学、行政、NPO、市民といった多様なステイクホルダー間にみ
られる。
商店街はさまざまな業種の個店によって構成されており、いうまでもな
く、商店街に属する個店のパートナーシップは同質のステイクホルダーに
よるものと異質のステイクホルダーによるものが並存している。これまで
は、商店街の物販店間が連携して、お祭りやセールなどのイベントを実施
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するケースが多かった。
しかし、このような商店街の魅力のひとつであるイベントも、時間の経
過とともにマンネリ化していってしまう。「ちょい呑みフェス」は、これ
まで少なかった飲食店間の連携によって生まれた、新しいかたちのイベン
トである。これは同質ステイクホルダー間の連携である。
一方、モトスミ・オズ通り商店街の「安全・安心まちづくり」の取り組
みや、久里浜商店街の「ご用聞き」サービスは、むしろ異業種個店間の連
携が重要であり、異質ステイクホルダーによるものが多い。このような個
店間の連携の広がりは、他の商店街との差別化をはかるアイデアを次々と
生みだしている。
また、これらのパートナーシップは、商店街内部個店間の連携だけでな
く、地元の観光協会や銀行といった外部のステイクホルダーをも巻きこん
で広がっている。
異質ステイクホルダーによるパートナーシップのもうひとつタイプとし
て学校との連携があげられる。周辺の学校が、商店街にとって異種のステ
イクホルダーであり、近年、社会に開放することや、地域に貢献すること
が学校に求められるようになっている。それとともに、学生を社会のなか
で育てるという考え方が重視されつつある。
このような状況のなかで、学校は近隣商店街との関係づくりに積極的に
取り組み、イベントの企画、参加、運営だけでなく、ホームページやフェ
イスブックの作成といった商店街のIT化や外部への情報発信にも協力し
ている。
行政（自治体）やこれに準ずる公的機関（商工会議所、観光協会など）、
NPOも商店街にとって、異質的なステイクホルダーである。これまでは、
行政は主に商店街を指導する立場の存在であったが、現在では「支援（サ
ポート）」という考え方のもとで、商店街のパートナーになっている。前
出のアンケート調査でも、商店街のパートナー相手は自治体や行政機関が
もっとも多い回答を集めている。
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一方、NPOは単独で地域活動を行っており、商店街との接点が少なかっ
たが、近年では、社会問題を解決するために商店街とのパートナーシップ
が形成されるようになった。
３．（4）で取りあげた松田町商店街と商工振興会の連携や、上町商盛
会商店街振興組合とNPO法人「アンガージュマン・よこすか」の連携は、
このような好事例である。
上述のパートナーシップのほか、商店街と個人の連携も異質のステイク
ホルダーによるパートナーシップである。3．（5）で述べた「とつか宿駅
前商店会」と善了寺住職との連携や、横浜市戸塚駅周辺の商店街とこの地
域で活動している歌手との連携が、このタイプのパートナーシップである。
さらに、商店街、個店の業種とは利害や取引関係のないNPOや企業も、
ステイクホルダーとなり、これらとパートナーシップを組むケースも増加
している。とくに商店街が外にむかってオープンで、イノベーティブ（革
新的）になろうとしている場合には、商店街にとって異質性の高いNPO
や企業とパートナーシップを組むことになる。
（2）パートナーシップの動機──経営資源の活用とコストの削減
組織間パートナーシップの動機についての分析といえば、周知のように，
資源をめぐる資源依存論と、相手から技術やノウハウなどを学習するため
の組織間学習アプローチ、取引コスト減少のための取引コスト・アプロー
チがあげられる32。以下では、この3つの視点からパートナーシップの形
成動機について考察する。
前出のアンケート調査によると、商店街のパートナーシップは、「イベ
ント、話題性喚起による集客強化」と、「地域コミュニティの活性化・地
域（顧客）サービスの向上」、「買物のニーズの充足による商店街の活性化」
が主な動機としてあげられている。
　山倉健嗣（2007）112-119頁、Inkpen（2001）pp.411-416。32
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本稿の冒頭では、商店街には、「買い物機能」と「コミュニティ機能」
が求められており、両者は不可分な関係にあると述べた。アンケート調査
の結果もこのような目的が反映されている。これらの目的を上述の理論と
結びつけてみると、資源依存アプローチでいう資源の獲得が主な目的であ
ると理解することができる。
つまり、組織が存続していくには，必要とされる資源や機能をすべて組
織内部で生み出すことができないため，組織は他の組織から資源を獲得し
なければならないのである。
近年、商店街を取り巻く社会環境が変化しているとともに、商店街内
部では高齢化による経営意欲の減退や後継者不在の問題が顕著になってい
る。ヒト、モノ、カネ、情報、地域問題に対応するノウハウなどの経営資
源が不足しており、商店街が単独では、「買い物機能」と「コミュニティ機能」
を同時に実現することがむずかしくなっている。つまり、他の組織との連
携が必要不可欠となっている。
また、前項で述べたパートナーシップのタイプによって、それぞれ獲得
できる主な資源が異なっていることがわかる。同質ステイクホルダーによ
るパートナーシップでは、類似した同種経営資源を活用することになり、
商店街がもっている資源を補強することで、スケールのメリットを追求で
きるであろう。
一方、異質のステイクホルダーによるパートナーシップでは、相手がもっ
ている異種の経営資源を活用し、商店街の既存資源を補完することができ
る。具体的にいえば、大学との連携は、主に学生の知的資源や人的資源に
アクセスでき、行政との連携は、モノ、カネといった経営資源の活用が中
心となっている。
また、地域に密着しているNPOは、まちづくりや子育て支援、高齢者
支援、環境保全などの分野で活動しており、社会問題に対して優れた専門
知識やノウハウをもっている。そのため、NPOとの連携は、これらの知識
やノウハウを利用することで、商店街はより「コミュニティ機能」を拡大
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することができるともに、間接的に「買い物機能」に結びつけることがで
きる。
コストの削減による形成動機は、主に同質の商店街どうし間の連携にみ
られる。商店街どうしの連携はイベントや事業の規模が大きくなり、スケー
ル・メリットを活かしたコストの削減が期待できる。
一方、これまでみてきた事例では、相手組織がもっている知識やノウハ
ウを学習するという組織間学習を目的とするパートナーシップはみられな
い。しかし、意図しなくても、実際に組織間学習が行われているかどうか
についての検証は、今後より詳細な考察が必要である。
（3）提携のパフォーマンス──「意図的パフォーマンス」と「随伴的パ
フォーマンス」の獲得
筆者は、企業とNPOのパートナーシップにおけるパフォーマンスには、
意図的なものと随伴的なものが存在すると主張している 33。前者は本来の
目的を達成することによって得られるものであり、後者はプロセスないし
結果のなかで意図せずに発生したものである。ここからは、商店街のパー
トナーシップにおいて、意図的パフォーマンスのほかに、随伴的パフォー
マンスが得られているかを検討する。
前出のように、久里浜商店街に属する個店どうしが行っている「ご用聞
き」サービスは、当初高台に住居している高齢者の買い物不便の解消と彼
らの安否確認のためにスタートした事業であるが、一年後には、ターゲッ
トとしていなかった子育て世代も利用するようになったという。つまり、
意図したパフォーマンスのほかに、随伴的パフォーマンスも獲得すること
ができたことを示している。
また、横須賀市上町商盛会商店街振興組合と、不登校やひきこもりの若
者をサポートするために活動するNPO法人アンガージュマン・よこすか
　馮晏（2013）、254頁。33
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の事例では、商店街の空き店舗対策として、NPOが同商店街に入居した。
入居後、同NPOは利用する若者に学習をサポートするほか、就労研修
の場を提供している。さらに、最近では、NPOは商店街・農家と連携し
て宅配サービスを提供したり、商店街のイベントを手伝うようになってい
る。この若者による商店街活動への参与は、おそらく当初意図しなかった
パフォーマンスであり、これは随伴的パフォーマンスであるということが
できる。
総じて、商店街のパートナーシップでは、意図的パフォーマンスだけで
なく、随伴的パフォーマンスも得られていることがわかる。
５．おわりに
商店街の活性化問題は、大きな社会問題となり、多くの関心が寄せられ
てきた。商店街がもっている2つの機能では、「買い物機能」よりも、「コミュ
ニティ機能」が商店街の強みであると考える。つまり、「コミュニティ機能」
を強化することが商店街の活性化につながるカギであると考えられる。　　　　　
しかし、「コミュニティ機能」を強化させるには、多くの経営資源を必
要とし、商店街単独では限界がある。そこで外部とのパートナーシップが
重要となる。本稿では、既存のアンケートデータを用いながら、新聞記事
調査による多様な連携事例を取りあげ、商店街活性化のためのパートナー
シップに関する動向を検討してきた。
これらの事例からわかるように、近年商店街のパートナーシップは多様
化しており、商店街どうしといった同質のステイクホルダーによるものだ
けでなく、学校や行政、NPOといった異質のステイクホルダーによるもの
がみられるようになっている。
パートナーシップの形成動機については、主に経営資源の獲得とコスト
の削減にとどまっており、学習のための連携はみられない。また、連携は
イベントの共同開催といった短期的な活動が多く、戦略的視点から行われ
ているものはほとんどないといってよいであろう。
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パートナーシップのパフォーマンスについては、一部の事例ではあるが、
意図的なもののほか、随伴的に発生したパフォーマンスがみられる。
本稿では、商店街パートナーシップの動向と特徴の考察にとどまってい
るが、今後は、これらの事例をさらに深く検討して、パートナーシップに
おける組織間学習と組織間信頼、パフォーマンス、そして、それらの動態
的関係について分析を行う必要があると考える。
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